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Ⅱ 試験研究業務に関する評価

１ 評価結果

【農業分野の取組み】

＜ＤＸ・ＧＸ＞

（１）ニーズ把握

担い手の高齢化や減少、生産資材価格の高騰、常態化する異常気象など、本県

農業を取り巻く環境が厳しさを増すなか、農産物の生産性や品質の向上につなが

る技術が求められている。

こうした現状やニーズ等を踏まえ、ＩｏＴ、ＡＩ等のデジタル技術を活用し、

省力化や生産性向上を図る「ＤＸ」や、みどりの食料システム戦略に基づき、化

学肥料・農薬の低減を図る「ＧＸ」に関する研究課題が適切に設定されている。

（２）研究の内容

「経営規模維持拡大に向けた出荷調整の検討」、「常温煙霧法による県ブランド

作物新規省力防除技術の確立」など、「ＤＸ」や「ＧＸ」により、本県農業の生

産力や品質の向上を図る研究内容となっている。

研究に当たっては、更なる精度の向上を図るとともに、開発した新技術を生産

現場に速やかに普及するため、費用対効果の分析や、現地実証試験などを積極的

に実施するとともに、研究成果の幅広い周知に努めること。

（３）研究体制

生産者をはじめ、高等教育機関や民間企業等と連携した研究開発を進めるなど、

引き続き、効果的かつ効率的な研究に努めてもらいたい。

＜新たな価値の創出・生産強化＞

（１）ニーズ把握

国内外の市場において産地間競争に打ち勝つためには、農産物のブランド力や

県内産地の生産力向上につながる新技術・新品種が求められている。

こうした現状やニーズ等を踏まえ、周年で安定生産可能な栽培技術や、新品種

育成による新ブランド創出などに関する研究課題が適切に設定されている。

（２）研究の内容

「魅力ある熱帯果樹の低コスト生産技術の開発」、「なると金時の貯蔵性向上の

ための栽培管理技術の確立」など、県産ブランドの新規創出や生産力向上を図る

研究内容となっている。

研究に当たっては、市場ニーズや、実践的農家の経営モデルなどの調査を行い、

その結果を取り入れるともに、生産者の所得に直結する課題への重点化に努める

こと。

（３）研究体制

生産者をはじめ、高等教育機関や民間企業等と連携した研究開発を進めるなど、
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Ⅴ 徳島県立農林水産総合技術支援センター事業 総合評価

農林水産総合技術支援センターの「試験研究業務」、「普及指導業務」及び「教育研修

業務」の活動について、同センター外部評価実施要領に基づき評価を行った。

各業務の評価について、試験研究業務は「生産現場や市場のニーズに基づく研究課題

設定となっているか」、「新規性・創造性のある研究内容であるか」、「関係機関との連携

による効率的研究体制となっているか」、普及指導業務は「地域の状況を踏まえた課題

設定になっているか」、「活動の方法や内容は適正か」、「関係機関との連携が図れている

か」、教育研修業務は「受講生のニーズに合ったカリキュラムになっているか」、「多様

な人材育成ができているか」、「関係機関と連携した運営体制となっているか」を視点に

して、それぞれの業務内容について検証した。

その結果、各業務とも関係機関と連携を図ることで、ニーズを的確に把握するととも

に、効率的・効果的な課題解決に取り組んでおり、適正に業務が執行できている。

また、今回の特定課題のテーマ「生産力の強化」においては、試験研究業務では、労

働力不足に対応する「レンコンスマート技術」の現場実証と「腐敗病対策」による生産

力の強化、普及指導業務では、地域産業である「養鶏」を核とし、関係機関が一丸とな

った新規就農者の育成・確保による生産力の強化、地域特性を活かした「いちごの周年

栽培」による技術支援による生産性の向上、教育研修業務では、未来の農業の担い手に

対するさまざまな「カリキュラム」や、個々の学生が行う「プロジェクト研究」の取組

み等、あらゆる角度から課題解決に向けた取組みが実践されていることは評価できる。

現在、国において、農林水産業の生産性向上に加え、安定的な輸入や備蓄の確保を図

る「食料安全保障の強化」が進められていることから、各業務で行われている取組みに

ついて、さらなる研鑽を図り、広く県下に普及拡大するよう取組みの加速化をお願いし

たい。

高齢化等により担い手の減少や異常気象による生育障害等への対応が喫緊の課題とな

っている今、生産現場の課題やニーズに即した「新品種・新技術の開発や現場への普及」、

「未来を担う人材育成」にスピード感をもって取り組んでいただくとともに、農林水産

業の各分野について、時代のニーズに対応した環境負荷軽減をはじめとする技術開発や

普及に一層取り組み、研究・普及・教育の各機能を集約する農林水産総合技術支援セン

ターの持つ相乗効果の更なる発揮、産学官の連携強化に努めることで、本県農林水産業

の成長産業化ひいては農山漁村地域の発展に大いに貢献されるよう期待する。


